（別表）


山形県卓越技能者等表彰要綱
（目的）
第１条　この要綱は、優秀な技能者や職業能力開発に功労のあったものを、山形県表彰規則（昭和24年4月県規則第26号。以下「規則」という。）に基づき表彰することにより、広く社会一般に技能尊重の気運を浸透させることをもって技能水準の向上を図るとともに、職業能力開発の重要性を認識させることを目的とする。
（表彰）
第２条　知事は、卓越技能関係、職業能力開発関係、技能競技大会関係について、それぞれ表彰を行う。
（被表彰者）
第３条  卓越技能関係の表彰は、次により行う。
（１）卓越技能者の表彰は、次のいずれにも該当する者に対して行う。
イ　卓越した技能を有する者
ロ　技能を通して労働者の福祉の増進及び産業の発展に寄与した者
ハ　現に表彰に係る技能を要する職業に従事している者
ニ　勤務実績、日常行為等において、他の技能者の模範と認められる者で、規則第３条の２の各号に該当しないもの 
（２）卓越技能の育成・継承の事業所表彰は、次のいずれにも該当する事業所及び団体に対して行う。
　　イ　卓越技能者が在籍する事業所又は団体

　　ロ　技能者の育成と技能継承を積極的に行い、他の模範と認められる事業所又は団体

　　ハ　労働基準法、労働安全衛生法等労働関係法令の遵守の状況が良好で、規則第３条の２の各号に該当しないもの

 ２  職業能力開発関係の表彰は、次により行う。
（１）県立の職業能力開発短期大学校及び県立の職業能力開発校（以下「職業能力開発短期大学校等」という。）の関係者の功労者表彰は、次のいずれにも該当する者に対して行う。
イ　職業能力開発短期大学校等に対する財産の寄付、施設の拡充、協力、援助等により特に職業能力の開発に功労のあった者
ロ　日常行為等において、一般社会人の模範と認められる者で、規則第３条の２の各号に該当しないもの
（２）認定職業訓練施設関係者の功労者表彰は、次のいずれにも該当する者に対して行う。
イ　認定職業訓練施設の運営に当たっている者、校長、指導者で現に職業能力の開発の業務を行っている者
ロ　表彰年度の６月1日現在において、職業能力の開発について通算して10年以上従事し、かつ、特に功労があった者
ハ　勤務実績、日常行為等において、一般社会人の模範と認められる者で、規則第３条の２の各号に該当しないもの
（３）認定職業訓練の優良事業所等表彰は、次のいずれにも（ただし、ロ及びハについては、いずれかに。）該当する事業所及び団体に対して行う。
イ　表彰年度の６月1日現在において、認定職業訓練を通算して10年以上実施し、かつ、訓練の実施状況が極めて優良で他の模範と認められる事業所又は団体
ロ　長期間の訓練課程の訓練生が表彰年度の６月１日現在において、10人以上（団体は１訓練科10人以上）の事業所又は団体
ハ　短期の訓練課程の訓練生が前年度において、100人以上修了し、表彰年度の訓練生が　　100人以上の実施計画がある事業所又は団体
二　前年度における訓練生の平均出席率が80％以上である事業所又は団体
ホ　労働基準法、労働安全衛生法等労働関係法令の遵守の状況が良好な事業所又は団体で、規則第３条の２の各号に該当しないもの
（４）技能検定の関係者の功労者表彰は、次のいずれにも該当する者に対して行う。
　　イ　表彰年度の６月1日現在において、技能検定委員として、通算して10年以上従事し、かつ、顕著な功績があったと認められる者
ロ　勤務実績、日常行為等において、一般社会人の模範と認められる者で、規則第３条の２の各号に該当しないもの
（５）技能検定の優良事業所等表彰は、次のいずれにも該当する事業所及び団体に対して行う。
イ　表彰年度の６月1日現在において、技能検定の実施に関し、通算して10年以上の貢献があり、かつ、他の模範と認められる事業所又は団体
ロ　労働基準法、労働安全衛生法等労働関係法令の遵守の状況が良好で、規則第３条の２の各号に該当しないもの
（６）技能振興の優良事業所等表彰は、次のいずれにも（ただし、イ、ロ及びハについては、いずれかに。）該当する事業所及び団体に対して行う。
イ　表彰年度の６月1日現在において、技能五輪全国大会、技能五輪国際大会、技能グランプリ、その他技能振興に資する大会等の運営に関し、通算して10年以上の貢献があり、かつ、他の模範と認められる事業所又は団体
ロ　表彰年度の６月1日現在において、技能労働者の処遇・地位向上に関し、通算して10年以上の貢献があり、かつ、他の模範と認められる事業所
ハ　表彰年度の６月1日現在において、構成事業所に対する労働者の処遇・地位向上に関し、通算して10年以上の貢献があり、かつ、他の模範と認められる団体
ニ　規則第３条の２の各号に該当しないもの
３　技能競技大会関係の表彰は、次により行う。
（１）技能競技大会の成績優秀者表彰は、次のいずれにも該当する者に対して行う。
イ　技能グランプリ若しく技能五輪全国大会において銅賞以上を受賞した者又は若年者ものづくり競技大会において一位を受賞した者
ロ　勤務実績、日常行為等において、一般社会人の模範と認められる者で、規則第３条の２の各号に該当しないもの
（２）技能競技大会選手育成の功労者表彰は、次のいずれにも該当する者に対して行う。
イ　表彰が行われる日において、技能グランプリ、技能五輪全国大会及び若年者ものづくり競技大会出場のため、通算して10年以上指導し、かつ、顕著な功績があったと認められる者
ロ　勤務実績、日常行為等において、一般社会人の模範と認められる者で、規則第３条の２の各号に該当しないもの
（３）技能競技大会選手育成の優良事業所等表彰は、次のいずれにも（ただし、イ及びロについては、いずれかに。）該当する事業所及び団体に対して行う。
イ　表彰が行われる日において、技能グランプリ、技能五輪全国大会及び若年者ものづくり競技大会出場のため、通算して10年以上指導し、かつ、顕著な功績があったと認められる事業所又は団体
ロ　表彰が行われる日において、技能五輪全国大会において３回連続又は通算して10回以上選手を出場させ、かつ、顕著な功績があったと認められる事業所又は団体
ハ　規則第３条の２の各号に該当しないもの
４　過去に同一の理由により知事表彰若しくは大臣表彰を受賞したもの又は叙勲若しくは褒章を受章したものは、表彰の対象から除くものとする。
５　本表彰に該当するものを推薦できるのは、市町村の長、山形県職業能力開発協会会長及びその他関係団体等の長とする。（ただし、技能検定及び技能競技大会選手育成に係る推薦は、山形県職業能力開発協会会長に限る。）
（表彰の方法）
第４条  表彰は、毎年１回表彰状を授与して、その功績をたたえるものとする。
（委員会）
第５条  表彰者の決定は規則第６条の規定によるものとし、表彰審査委員会への諮問にあたっては、山形県卓越技能者等表彰委員会（以下「委員会」という。）の意見を聞くものとする。
２  委員会は、委員９名以内で組織する。
３  委員は、学識経験者及び関係団体代表者のうちから、知事が委嘱する。
４  委員の任期は２年とし、非常勤とする。
５  委員の互選により選出された会長が、委員会の会務を総理する。
６  委員会の事務局は、産業労働部雇用・産業人材育成課内に置く。
　　附　則
１　この要綱は、平成18年４月24日から施行する。
　　附　則
１　この要綱は、平成22年５月11日から施行する。
　　附　則
１　この要綱は、平成24年４月23日から施行する。
　　附　則
１　この要綱は、平成24年10月22日から施行する。
　　附　則
１　この要綱は、平成25年５月１日から施行する。
附　則
１　この要綱は、平成29年７月14日から施行する。

附　則
１　この要綱は、令和２年６月１日から施行する。

附　則
１　この要綱は、令和２年10月26日から施行する。

附　則
１　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附　則
１　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

